別紙２
令和６年度京都御苑におけるHP調査及び再構成業務請負条件
本業務は、本業務では京都御苑ホームページのアクセシビリティを向上するために、現状の調査を行い今後の方針を検討するとともに、一部ページの再構成を行うことを目的とする。
ホームページの運用にあたっては、令和６年度に『みんなの公共サイト運用ガイドライン（2024 年版）』（総務省）が公表され、ウェブの利用しやすさを意味するウェブアクセシビリティの向上や、ホームページ公開後も継続的にアクセシビリティの向上に取り組むことが求められている

よって、WEBシステムに精通し、企画作成又は改良・維持管理について実績と経験があることが不可欠である。
以上の観点から、下記に従い業務請負条件に係る確認書類を提出すること。
記

　
（１）提出書類

①国又は地方公共団体が運営または管理するWEBシステムの企画作成又は改良・維持管理を行った業務の実績を確認できる書類（１件以上最大３件までの契約書及び仕様書の写し等）を提出すること。
②本業務の主たる担当者に予定されている者において、国又は地方公共団体が運営または管理するWEBシステムの企画作成又は改良・維持管理を行った業務に主たる担当者として従事した実績（様式１を使用のこと）を提出すること。
（２）提出期限等

①提出期限

令和７年１月１５日（水）１７時まで
②業務請負条件に係る書類の提出場所及び作成に関する問い合わせ先

入札説明書４．（１）に同じ　
③提出部数 
２部
④提出方法

電子調達システム、持参又は郵送で提出（提出期限必着）による。

郵送の場合は、書留郵便等の配達の記録が残る方法に限る。

⑤提出に当たっての注意事項

ア　持参する場合の受付時間は、平日の１０時００分から１７時００分まで（１２時００分～１３時００分は除く）とする。但し、提出期限日の受付時間は１２時００分までとする。
イ　郵送する場合は、封書の表に「令和６年度京都御苑におけるHP調査及び再構成業務請負条件資料在中」と明記すること。提出期限までに提出先に現に届かなかった業務請負条件資料は、無効とする。

ウ　提出された業務請負条件に係る書類は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取り消しを行うことはできない。また、返還も行わない。

エ　虚偽の記載をした業務請負条件に係る資料は、無効とするとともに、提出者に対して指名停止を行うことがある。

オ　業務請負条件に係る書類の作成及び提出にかかる費用は、提出者の負担とする。

カ　提出された業務請負条件に係る書類は、京都御苑管理事務所において、業務請負条件の審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。一般競争の結果、契約相手になった者が提出した業務請負条件に係る資料は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）に基づき開示請求があった場合においては、不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報等）を除いて開示される場合がある。

（３）審査結果の回答

令和７年１月２２日（水）までに回答する。

なお、審査結果通知書の発出にあたっては、指定された宛先に電子メールによる送付を行う。
主たる担当者の実績

　主たる担当者において従事した、国又は地方公共団体が運営または管理するWEBシステムの企画作成又は改良・維持管理を行った業務に主たる担当者として従事した実績について、業務名、それぞれの概要等を１件以上最大３件まで記載すること。

	業務名
	
	
	

	発注機関

（名称、所在地）
	
	
	

	(受託者名)
	
	
	

	(受託形態)
	
	
	

	履行期間
	
	
	

	業務の概要


	
	
	


注１
発注機関の受注形態欄には、元請受注か下請受注かの区別を記載すること。
注２
業務の概要の欄には、業務内容を具体的かつ簡潔に記載すること。
様式１








